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大型トラックの自動運転・隊列走行
NEDOプロジェクト 2008-2013

車間距離 4m 4台 自動走行( 80km/h)
テストコースでの実験(隊列 および CACC)
未開業高速道路での実証実験
専用道での長期耐久試験（一部機能のみ）

NEDO (経済産業省） エネルギーITSプロジェクト
自動運転・隊列走行の開発 （JARI・東大ほか）
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SIP 内閣府 戦略的イノベーション
創造プログラム
 自動走行システム

 PD 渡邉浩之 ITSジャパン会長 トヨタ顧問
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ロードマップ
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SIPにおける自動化レベルと
技術目標
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須⽥教授が考える
「⾃動運転の５段階」

読売新聞（2014.6.17）に
掲載された資料より作成
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自動運転の目的
 安全性の向上

 ドライバーの負荷を低減して快適性を向上

 省エネ運転が容易となり燃費向上

 交通容量の増加が実現すれば渋滞緩和

 環境低負荷

 高齢者をはじめとする交通弱者にとっても運転
の自動化

 交通体系進化による社会の生産性向上に貢献

 モビリティ社会を大きく変革
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自動化の
段階

状況 運転操作 走行環境
の監視

システム
によるドラ
イバーモ
ニタリング

異常時対
応

想定される対象

手動 ドライバーに
よる

ドライバー ドライバー ドライバー

運転支援 ドライバー
とシステム

ドライバー ドライバー 高速道路・低速
走行など限定的

部分的
自動化

ハンドルアク
セルなどの運
転操作の自
動化

システム ドライバー
とシステム

ドライバー 高速道路・特区
など限定的なエ
リア

限定的
自動化

一定の条件
下で環境認
識も自動化

システム システム 必要 ドライバー 一般道も含む広
範囲な公道

高度な
自動化

通常の走行
環境なら自動
化

システム システム 必要 システム

（ドライバ
ー責任）

全ての道路環境

完全自動化
（無人走行）

異常時も含め
て自動化

システム システム 不要 システム 全ての道路環境

駐車場・専用道
路

自動運転のコンセプト整理の一案
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現状の自動運転

 ウイーン条約・ジュネーブ条約

 あらゆる走行中の車両には運転者がいなければなら
ない

 自動車はドライバ主権・ドライバ責任で走らす
のが現在の制度での基本
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ウィーン条約の改正案
 第8条；運転者

 第1項：あらゆる走行中の車両か連結車両には、運転者がいなければ
ならない

 第5項：あらゆる運転者は、常に、車両を制御するか、又は動物を誘導
しなければならない。

 (a) 車両の運転方法に影響する車両システムは、その構造、部品に関する
国際法に準拠している場合は、本項及び第13条第1項に適合しているものと
みなす。

 (b) 車両の運転方法に影響する車両システムであって、構造、装置及び使

用の条件が、前述の国際法に準拠していないものは、そのシステムに対し、
運転者が操作介入又はスイッチオフできる場合は、本項及び第13条第1項
に適合しているものとみなす。

 第13条 車両の間の速度と距離
 第1項：車両のあらゆる運転者は、いかなる状況においても、当然かつ

適切な注意をして、運転者に必要であるすべての操作を実行する立場
にいつもいることができるよう車両を制御化におかなければならない。
（後略）

レベル３までの自動運転システムを容認へ
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Googleカー
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アメリカ Urban Challenge の概要
「Urban Challenge」とは無人自動車による市街地走行レース
2007年実施

目的：２０１５年までに地上戦闘用車輌の1/3を無人化するための技術開発の
一環として、DARPAが無人自動車レース及び技術開発支援を実施

参加チーム：８９チーム

コース：１周約約４マイルのコースを
約６０マイル無人走行
・交差点（信号なし）
・交通標識（停止線、一時停止）
・駐車車輌
・白線あり/なし道路
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DMV
State of California
Department of Motor Vehicles
 California Legislation   SenateBill 1298
 2015.Jan.1 までに制度制定

 メーカーによる公道走行実験

 公道における自動走行車のオペレーション

 保険 ＄５M
 メーカーのドライバーが操縦

 ドライバーは運転席に着席し、いつでもマニュアル運
転に移行できる

 “Game Change” for Technology Innovation
 環境適合車の再来？
2013 TRB 自動運転WSにおける Bernard C. Soriano, Ph.D.
Deputy Director, California DMV のプレゼンを基に作成
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CityMobil2 EUプロジェクト

最初のデモ ２０１４年
イタリア オリスターノ サルディーニャ島

低速 （平均速度 5.5~8km/h）
歩行者空間
無人運転(監視員が乗車）
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認知
環境

操作

過去
個人の能力に頼

った運転

現状
支援装置の助
けに頼った運転判断

判断

認知

予測

B/D

操作

操作

将来
人に頼らない
完全自動運転

認知

運転の進化

運転者の関与がなくなる運行およびその過程では大きな社会的
変革が生じる可能性がある

出典：公益財団法人 自動車製造物責任相談センター
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ニーズが高い自動運転の
コンセプト

 自動運転により人間のドライバーにはできない
高度な運転が実現できること

 隊列走行トラック 車間距離4mで4台 自動運転

 マニュアル運転は不可能

 車間距離短縮による空気抵抗の低減・省エネに寄与

 交通容量の増大

 人間のドライバーよりも、上手に賢く運転できる

 省エネ運転

 極端に狭い道の走行

 悪天候下の運転など
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自動運転によるモビリティ社会の変革

 現行法制度における展開 （レベル３までが主体）

 高度安全運転支援による交通事故死ゼロへ

 渋滞解消効率化

 ART 自動運転バスによる公共交通の進化

 駐車場、専用道路、特区（離島など）における実証

 制度改革に伴う社会の変革 （レベル４も視野）

 自動運転限定免許による高齢ドライバー支援

 小型モビリティ・PMV・低速車両への適用

 無人タクシー・無人物流システム

 都市構造・社会システム（PL制度、保険制度など）
の変革・新産業の創出
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次世代モビリティ研究センター（ITSセンター)
Advanced Mobility Research Center

 自動運転による次世代交通
システム研究

 ビッグデータ時代におけるモ
ビリティ社会のデザイン研究

地域実装

インフラ再構築

社会システム
・制度設計

地域ITSセンタ

ー（オペレーシ
ョン）

要素技術融合 産官学による社
会制度研究

社会的変革を伴うモビリティ社会の創造
社会実装の新学術分野構築

沿革
2003.4 産学官連携プロジェクト「サスティナブルITS」発足
2005.3 先進モビリティ連携研究センター設立
2009.4 先進モビリティ研究センター設立
2014.4 次世代モビリティ研究センター設立

主な活動
エネルギーITS研究プロジェクト 自動運転・隊列走行
柏ITS実証実験 長崎EV/ITSプロジェクト
東北復興 モビリティ・エネルギーマネジメントプロジェクト
広島ASVプロジェクト 路面電車・自動車車車間通信
複合現実感交通実験スペースによる交通安全・交通円滑化
ITSセミナー・社会人のためのITS専門講座

人・インフラ・ビークル 分野融合 産学官民連携 モード融合

センターのミッション

専任メンバー
機械・電気電子・情報学環・
社会基盤・建築
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